
 

地域まちづくりのあり方検討会設置要綱 

 

（設置）  

第１条 住民主体によるまちづくりを推進し、地域のまちづくりが将来にわたり持続可能

なものとなるよう、今後の地域まちづくりのあり方について検討するため、地域まちづ

くりのあり方検討会（以下「検討会」という。）を置く。 

 

（所掌事項） 

第２条 検討会は、次の各号に掲げる事項について検討するものとする。 

⑴ 地域まちづくりに係る地域組織のあり方に関すること 

 ⑵  住民主体による地域組織の運営のあり方に関すること 

 ⑶  地域まちづくりに係る行政支援のあり方に関すること 

 ⑷  その他地域まちづくりに関すること 

 

（委員） 

第３条 検討会は、次に掲げる委員をもって構成する。 

 ⑴  学識経験者 

 ⑵  地域活動の実践者 

 ⑶  中間支援組織に所属する者 

 ⑷  その他検討会の運営上、市長が必要と認める者 

 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、就任日から令和６年３月３１日までとする。ただし、補欠の委員

の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（検討会の運営） 

第５条 検討会に座長、副座長を各１名置く。 

２ 座長は、委員の互選とし、副座長は座長が指名するものとする。  

３ 副座長は、座長を補佐し、座長に事故があるとき、又は座長が欠けた時は、その職務

を代理する。 

４ 検討会は座長が招集し、座長が検討会の進行を行う。 

５ 座長は、必要に応じ、検討会の了承を得て、関係者の出席を求めることができる。 

 

（報償） 

第６条 委員が検討会等に出席したときは、報償として１日につき８,０００円を支給する

ことができる。ただし、２時間未満の場合には、半額の４,０００円とする。 

２ 関係者が検討会に出席したときは、報償として１日につき２,０００円を支給すること

ができる。 

 

 

資料１ 



（報告） 

第７条 座長は、検討が全て終了したときは、速やかにその内容を記載した報告書を市長

に提出しなければならない。 

 

（庶務） 

第８条 検討会の庶務は、地域振興部地域コミュニティ課において処理する。 

 

（委任） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に関し必要な事項は、座長が検討会

に諮って定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年１２月１９日から施行する。 


